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地域と地場産業・産地の振興に果たす中小企業組合の役割
小原久治
本論では，中小企業組合，特にそれに属する事業協同組合が地場産業・産地の振興に対して果た
している役割を「事例」を通じて改めて強調することが主眼である。その役割については当該組合
の事業取組みの動機と内容，事業実施の成果を要説する。それによって その役割を果たそうとす
る事業協同組合の存在価値を強調する必要があるからである。
そのためには，まず第1節では，地域と地場産業・産地振興の意味を簡潔に説明する。第2節で
は，地場産業・産地の振興にも役立つ中小企業組合の組織化の目的 必要性及び意義を考える。第
3節では，地場産業・産地の振興に果たす中小企業組合特に事業協同組合の役割を明らかにする
とともに，その役割をアンケート調査に基づいて要説する。第4節では，前節の役割，なかんずく
産地組合の役割を具体的な「事例Jに基づいて考える。
第 1節地域と地場産業・産地の振興の意昧
地場産業・産地そのものの概念は，拙著の論考では説明しているが，とりわけ，産地中小企業が
属する地場産業は当該産地及び周辺地域の地域経済を直接的間接的に支えている重要な産業である。
この意味の地場産業・産地の振興とは，地域の資源と労働力と資本を活用して既存産業の活性化
はもとより，新しい産業の創造を目指し 併せて地域経済の安定と振興発展を図ることである。
この地場産業・産地の振興，つまり，地場産業の活性化は地域経済の基礎を成し，その振興を促進
させる重要な施策である。
この施策を実現させるためには 産地中小企業者の自助努力そのものである企業活動を支援する
国や地方公共団体の諸制度や諸施策だけでなく，全国中小企業団体中央会，商工会，中小企業組合
などのきめ細かなしかも強力な諸施策が必要である。
地場産業・産地の振興地域経済の活性化ひいては地域振興は 個々の産地中小企業者が単独に
成し得ることではないので，産地中小企業が一種の共同組織を有する産地組合を設立し，その組合
組織をもって取組み，実施していく必要がある。
第2節 地域と地場産業・産地の振興に役立つ中小企業組合の組織化の目的可必要性及び意義
まず第一に，中小企業組合を組織化する目約を挙げる。第2に，その組織化が必要な理由を考え
る。第3に，その組織化の根本的な意義を指摘する。
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1 中小企業組合の組織化の目的
円高の進展，雇用者の確保，受注の減少，消費者ニーズの多様化，製造物責任問題など，極めて
厳しい経営環境に直面している産地中小企業の活動を支援する必要がある。産地中小企業者も「地
域産業振興」の担い手の一人として大きな役割を果たしているからである。各産地の中小企業者は
地域の社会や経済構造だけでなく，地域産業の振興，地域経済そのものに密接に関連している重要
な経済主体である。
中小企業組合の組織化とは，産地中小企業者が経営の合理化と近代化，事業の成長や発展，経済
的地位の改善向上を目的として 相互に協力し，各種の共同事業を行うための組織を形成すること
によって，中小企業組合を設立することである。
中小企業組合の組織化の目的として，次の少なくとも三つの目的がある。
第1に，産地中小企業者が相互扶助の精神を持って「公正な経済活動の機会を確保し，かつ，そ
の経済約地位の向上を嶺ることを目的」（中小企業等協同組合法第l条）として，生産，加工，販
売，購買，保管，運送，検査などの共同事業を行い，リスク分散とコスト削減を図り，規模の経済
の利益を実現しようとすることである。
第2に，組合員である中小企業者の事業活動が円滑にできるための経営の安定に資することであ
る。それによって資本蓄積力ができれば従来の事業分野に加えて 新規分野への進出が可能とな
るであろう。
第3に，当該業界全体の競争秩序の維持と改善を通じて，当該業界全体の利益をもたらせようと
することである。
2 中小企業組合の組織化の必要性
中小企業組合の組織化は，次の少なくとも四つの理由から必要である1)0 
第1に，産地中小企業者は一般に資本力，資本調達力，情報収集力，技術力などが弱いので，産
地中小企業者は組織化して産地組合を設立することによって 外部に対して強い力を持つことがで
きる。産地組合の組織化によって，産地中小企業の不足している経営資源を相互に補完し合い，経
営の合理化と近代化の促進，経済的利益を実現させることができるであろう。
第2に，現今，産地中小企業者も直面している円高などの困難な諸問題の解決には，個々の産地
中小企業者が共同の力を結集した方が得策である場合が多いので 産地中小企業者が共同して解決
できるような体制づくりや既存の体制整備のために組織化が肝要となる。
第3に，当該業界の秩序を維持し，確立できるので，組合員である個々の産地中小企業者の経営
の合理化とその安定，業界全体の改善発展を図ることができる。具体的には，①原材料，機械，器
具の共同購入や共同利用による物的生産性の上昇，②共同購買・仕入による取引条件の有利さ，③
組合員・従業者の共同教育と共同訓練，福利厚生施設などの共同利用による労働条件の改善，雇用
確保，人件費の節減などの実現，④共同宣伝・広告による販売促進，⑤情報収集・提供・分析，⑥
共同販売・受注による収益や利潤の確保，⑦事業資金の貸付，③取引銀行からの信用力の増大によ
る資金調達力の増加，さらに金融の円滑化などを図ることができる。
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第4に，産地組合の組合組織があれば，個々の産地中小企業者の目的を達成できる企業活動の展
開に加えて，その意見や要望事項をまとめて国や地方公共団体の中小企業施策に反映させることが
できるとともに，その施策を活用できる体制づくりの促進のために役立つことになる。
3 中小企業組合の組織化の意義
中小企業組合の存在は地域の経済構造や地域経済の活性化を長期的に進めるのに役立つであろう。
この点に当該組合が地域経済を支える地場産業の振興に取り組む根本的な意義がある。
第3節 地域と地場産業・産地の振興に果たす中小企業組合唱特に事業協同組合唱産地組合の役割
第1に，中小企業組合の意味を説明し，その種類名のみを組合設立の法的根拠に基いて取り上げ
る。第2に，中小企業組合の 1種類である「事業協同組合」の役割を考え，特に産地組合の役割を
アンケート調査結果で説明する。
1 中小企業組合の意味と種類
中小企業組合とは 中小企業者が組織化した組合である。
中小企業組合は，次の組合に大別されている。
事業協同組合（産地組合，下請組合など21種の組合から構成された組合）
事業協同小組合（組合員資格が従業者5人以下［商業，サービス業は2人以下］に限られている。）
火災共済協同組合
信用協同組合（以上の組合設立の根拠法は昭和24年制定の中小企業等協同組合法）
協業組合
商工組合（以上の組合設立の根拠法は昭和33年制定の中小企業団体の組織に関する法律）
商店街振興組合（設立の根拠法は昭和37年制定の商店街振興組合法）
環境衛生同業組合（設立の根拠法は昭和32年制定の環境衛生関係営業の運営の適正化に関する法律）
これらの組合の制度的比較は次頁の表1で理解できる。この制度的比較によって，各組合の特徴
が端的に良くわかる。
2 事業協同組合の概念
事業協同組合とは 相互扶助の精神に基づいて事業を行い，産地中小企業者を含むいくつかの業
種の中小企業者の公正な事業活動の機会確保，自主的な経済活動の促進，経営の合理化と近代化，
経済的地位の改善向上など極めて一般的で広範なことを目的として，地場産業・産地の社会的分業
体制を構成するいくつかの業種の中小企業者，とりわけ気心の合う同じニーズを持った中小企業者
が4人以上集まって設立できる組合である。この組合は 中小企業者が広く活用しやすく，個々の
中小企業者のニーズ、の高度化と多様化に応えるために多様な「共同事業」を行っている中心的組織
である。
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表 1 中小企業者の組合制度の比較
組合の種類 事業協同組合
（事業協同小組合） 火災共済協同組合 信用協同組合 企業組合組合の内容
組会員の経営の近代化・ 火災等により組合員の 資金の貸付、預金の受 働く場の確保、経営の
目的 合理化、経済活動の機 財産に生ずることのあ 入れ 合理化
会の確保 る損害の填補
性格
人的結合体 人的結合体 人的結合体 人的結合体
組合員の事業を支援す 組会員の火災等による 組合員に対する資金の 商業、工業、鉱業、運送
事業 る共同事業 損害補てんのための共 貸付、預金・定期積立 業、サービス業等の事
j斉 の受入れ、その他 業経営
4人以上の事業者が参 1000人以上が加入する 300人以上が加入するこ 4人以上の個人が参加
加すること こと。出資額200万円以 と、出資金1,000万円以 すること
設立要件
上であること 上（東京都ほか大蔵大
臣の指定する人口50万
円以上の市は2,000万円
以上）であること
地区内の小規模事業者 地区内の小規模事業者 地区内の小規模事業者 個人
（概ね中小企業者） （概ね中小企業者） （概ね中小企業者）また
組合員資格 は地区内に居住所を有
する者、勤労者
有限責任 有限責任 有限責任 有限責任
責任
4人以上 4人以上 4人以上 4任以上
発起人数
自由 自由 自由 自由
加入
自由 自由 自由 自由
任意脱退
ない ない ない
全（一従定業要員件の満%た以す上%も以の上）組合員比率
ない ない ない
全（一組定合要員件の満%た以す上Yiも以の上）従事比率
100分の25（合併・脱退 100分の25（合併・脱退 100分の10 100分の25（脱退の場合
l組合員の出資限度 の場合100分の35) の場合100分の35) 100分の35)
議決権
平等 (1人1票） 平等（ 1人1票） 平等（ 1人1票） 平等 (1人1票）
原則として組合員の利 組合員等（親族等を含 預金の受け入れは、預 ない
員外利用限度 用分量の20/100まで む）の利用分量の100分 金量の20/100まで
の20まで
利用分量配当および l 利用分量配当および 1 利用分量配当および 1 従事分量配当および 1
配当 割までの出資配当 割までの出資配当 割までの出資配当 割までの出資配当
中小企業等協同組合法
根拠法 （制定：昭和24年）
資料：全国中小企業団体中央会編『ガイドブック ー小企業者組織化指導事業－j同中央会、
平成6年、 12-13頁。
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商工組合 協業組合 商店街振興組合 環境衛生同業組合 株式会社（〔有〕は有限会社）
組合員の事業の改善発 組合員の事業を統合、 商店街地域の環境整備 組合員の事業の環境衛 利益追求
達、経営の安定合理化 規模を適正化し、生産性 生の水準を向上、資格
向上、共同利益の増進 事業の改善
人的結合体 人的・物的融合体 人的結合体 人的結合体 物的結合体（〔有〕人的・
物的結合体）
指導調査、調査研究、 組合員の事業の統合、 商店街の環境整備、共 環境衛生の適正化事業、 定款に掲げる事業
共同経済事業（出資組 関連事業、付帯事業 同経済事業 指導、検査事業、その
合のみ） 他
l都道府県以上の区域 4人以上の事業者が参 l都道府県以内の区域 都道府県毎に一個の組 資本金は1,000万円以上
を地区として地区内で 加すること を地区として商業また 合資格事業者の 2分の （〔有〕 300万円以上）
資格事業を行うものの はサービス業を営む事 l以上が加入すること
2分の 1以上が加入す 業者の30人以上が近接
ること してその事業を営むこ
と
地区内において資格事 中小企業者（組合員の 地区内で商業またはサー 地区内において資格事 無制限
業を営む中小企業者お 推定相続人を含む）お ピス業を営む者、定款 業を営む者
よぴ定款に定めたとき よび定款で定めたとき で定めたときはこれ以
は3分の l未満の中小 は4分の l以内の中小 外の者
企業者以外の者 金業者以外の者
有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任
4人以上 4人以上 7人以上 20人以上 1人以上
自由 総会の承諾が必要 自由 自由 株式の譲受・増資割当
による
自由 持分譲渡による 自由 自由 株式の譲渡による
ない ない ない ない ない
ない ない ない ない ない
100分の25（合併・脱退
額1で00はな分1い0の0者分50全の（員5中0未の小満出企）資業総者
100分の25 100分の25 ない
の場合100分の35)
平等（ 1人1票） 決平た権等ともき（可但は）出し資定比款例で定のめ議 平等（ 1人1票） 平等（ 1人1票） 出資別（ 1株 l票）（〔有〕
定款で別段の定め可）
共同経済事業のみ適用、 ない 組合員の利用分量の20 組合員の利用分量の20 ない
原則として組合員の利 /100まで /100まで
用分量の20/100まで
利用分量配当および 1 定款に定めのある場合 利用分量配当および 1 利用分量配当および 1 出資配当（［有］定款で
割までの出資配当 を除き出資配当 割までの出資配当 割までの出資配当 別段の定め可）
中小企業団体の組織に関する法律 商店街振興組合法（制 環境衛生関係営業の運 商法（有限会社法）
（制定：昭和33年） 定：昭和37年） 営の適正化に関する法
律（制定：昭和32年）
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この組合の組織は，組合への加入資格がすべての中小企業者に解放されており，組合の事業が多
角的であることから 最も普遍的な一種の共同組合組織である。組合員の結合形態と共同事業はこ
の組合が達成しようとしている具体的な目的に合わせて自由に任意に選択できる。組合員には出資
引受けの義務があり 出資の限度内で責任を負う決まりがある。
この組合の設立数は わが国に4万8193組合（平成5年9月30日現在。全国中小企業団体中央
会調べ）が存在している中小企業組合のうち80%を占めている。
3 事業協同組合の役割
肝心の事業協同組合の「役割」には，次の少なくとも三つの大きな役割がある。
第1の役割は，事業協同組合が地場産業の振興のみならず地域振興の担い手であるという点にあ
る。さらに，それは当該地場産業・産地全体の経済的地位の改善向上を図り，併せて組合員である
産地中小企業者を含むいくつかの業種の中小企業者の利潤の増大を企てるという点にある。
事業協同組合を構成する個々の組合員（中小企業）の事業やこの組合の共同事業が発展すれば，
それは地域資源の活用，雇用機会の拡大，所得の増大，所属地方公共団体への財政的寄与などの地
域経済への波及効果をもたらせる（拙著『地場産業・産地の新時代対応』勤草書房，平成3年，白－
76頁）ことにおいて最大の役割を果たしている。
第2の役割は，事業協同組合に限らず，多くの中小企業組合は地域内で個々の中小企業者が創出
するビジネスチャンスをつくること，ベンチャー（冒険的，先取的）精神に富む起業家を育成する
ことにあるとともに そのための様々な枠組みを構築する点にある。言い換えれば，事業協同組合
はインキュベイト的（事業や企業を起こす）役割を果たすことが期待されている。その際，事業協
同組合，特に産地組合は国，地方公共団体，全国中小企業団体中央会，商工会などとの連携強化に
よって，新しい事業の芽を発掘し，その事業拡大を通じて新しい企業にまで高めさせていくという
将来へ向けての役割を果たすものと期待されている2) 0 
第3の役割は，事業協同組合が実施する次の13の「共同事業」で果たされているとみなすことが
できる。①共同生産・加工事業，②共同購買事業，③共同販売事業，④共同受注事業，⑤共同検査
事業，③市場開拓・販売促進事業，⑦研究開発事業，③情報提供事業，⑨人材養成事業，⑩債務保
証事業，⑪共同労務管理機能，⑫福利厚生事業，⑬経営環境の変化に対応する新たな事業3）。
4 事業協同組合の「共同事業」の状況
事業協同組合（形態別にみれば，産地組合を含む21種類の組合から構成されている。表2参照）
へ全国中小企業団体中央会がアンケート調査4）して回答を得た20,163組合の意向によれば，組合組
織の多様性を反映して 事業協同組合の「共同事業」は極めて多様である。
共同事業の実施内容を多い順に挙げれば，次のとおりである。
多くの組合は教育情報事業の重要性を認識しているので，重点事業のーっとして，内容の充実を
図るための「情報の収集・提供Jが46.2%で最も多く，次いで規模の利益によるコスト削減効果が
期待できる「共同購買・仕入Jが41.8%，近年の労働環境の変化に伴い，改めて注目されている労
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表2 中小組合の組織形態別組合数
組織形態 回答数 割 メロ〉
産地組合 454組合 2.3% 
下請組合 443 2.2 
系列型組合 562 2.8 
工場団地組合 585 2.9 
卸商業団地組合 181 0.9 
流通団地組合 97 0.5 
共同工場組合 111 0.6 
商店街組合 638 3.2 
共同店舗組合 950 4.7 
連鎖化組合 104 0.5 
チケット組合 328 1.6 
共済専門型組合 72 0.4 
金融専門型組合 442 2.2 
福祉専門型組合 103 0.5 
地縁組合 278 1.4 
同業種網羅型組合 5,162 25.6 
同業種同志型組合 8,994 44.6 
異業種連携組合 199 1.0 
融合化組合 96 0.5 
その他の組合 321 1.6 
不明 43 0.2 
計 20,163 100.0 
資料：全国中小企業団体中央会編『事業協同組合実
態調査報告書』同中央会，平成4年3月， 14頁。
働関連事業である「組合員・従業者の福利厚生」
が32.6%及び「教育・訓練」が30.3%，主要事業と
して広範囲の組合で実施されている「事業資金の
貸付」が27.7%，共同事業の主要部分である「共
同販売・受注」が24.9%及び「共同宣伝・販売促
進Jが24.5%，さらに「火災等共済・保険代理」
が17.9%，「組合員事業に関する調査研究」が17.5%
などの）｜｜買となっている。
これらの事業は大抵の組合で実施されている重
要な事業である。
第4節 事例にみる地場産業・産地の振興に果たす産地組合の役割
この節で取り上げた協同組合（結合形態は産地組合。表2参照）の事例はいずれも，生き残りを
かけた組合事業として あるいはますます発展していくための組合事業として 先進的な共同事業
を展開することによって 地場産業・産地の振興に大いに貢献し ひいては地域経済の活性化に寄
与している具体的事例である。
この具体的な「事例」による主題の説明は，各事例で示した調査資料に負うところが大きい。
次の事例の中の組合員とは当該組合を構成する中小企業数を意味する。
1 J 1辺仏壇金具協同組合
（鹿児島市己昭和53年5月設立。組合員18人。業種仏壇金具製造業） 5) 
(1）事業取組みの動機と内容
当組合は仏壇の製造工程に不可欠である金具の製造業者が組識化した組合であり，金具製造後の
メッキ部門を協業化している。
川辺仏壇産地に限らず どの産地でも 近年の核家族化住宅事情などによる仏壇需要の全般的
な落ち込み，人手不足，後継者難という問題点がある。
それに対応するため 川辺仏壇産地の社会的分業体制を構成している仏壇金具製造業の当組合で
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は，貴金属のメッキ技術を活かそうと「新分野進出」を企て， 3' 4年前から電子部品（スイッチ，
コネクターなど），自動車部品（ワイパーなど）のメッキを手掛けている。さらに，金具製造技術
を活かせる鍛金・彫金製品の創作も始め，マグカップ，鈴，各種の器などを製品化している。
また，近年，私道誼ぎが神社や商店街などでブームとなっている事情に着目して，神輿の製造も
10年ほど前から始めている。
(2）事業実施の成果
電子部品，自動車部品のメッキは売上高の30%を占めるまでになっている。神輿は毎年2,000通
ものダイレクトメールを全国に発送して 全国各地からの受注の確保に努めている。このほか，鍛
金・彫金製品の創作もある。
このように，当組合の多角化，新分野進出は新しい課題への挑戦を表わし，ひいては地場産業・
産地の振興，地域経済の活性化に大いに貢献している。
2 京都セラミックアート協同組合
（京都市。平成4年5月設立。組合員 5人。業種，和装製品製造業，他） 6) 
(1）事業取組みの動機と内容
京友禅産地（産地法による産地指定年月日は昭和54年8月10日）の社会的分業体制を構成する和
装製品製造業は，洋風化など生活様式の変化による需要不振の長期低迷から脱出できず，沈滞して
いた。
そのため，かねてから京友禅の製造技術を活用したいと考えていた繊維関連業者，無機化学薬品
製造業者などが当組合を設立した。
当組合は，フリット 顔料及び有機バインダーを材料として，京友禅の製造技術を応用して，セ
ラミック用転写紙上に積層することによって 既存の転写紙になかった「上絵用厚盛転写紙」を開
発した。この写紙の特徴は厚盛状の加飾柄を内装・外装材タイル，皿，ホーロー，ガラス製品の建
築材料，家庭用品などに転写できることである。この新しい「厚盛加飾技術の開発によって製品の
高級化を図ることができた。この技術の研究開発には，現在も組合員の京都工繊大，京都中小企業
総合センター，京都工業試験場などの外部研究機関の協力を得て，技術の完成度を高める努力を続
けている。
(2）事業実施の成果
現在，国内外で特許権2件，商標権1件を申請中である。平成5年1月の「1993年セラムジャパ
ン」に出展した試作品は大反響を得た。その後，タイル，食器，ガラスの各メーカーから問い合わ
せや実験依頼も多く，事業化の目途が立ちつつある。
このように，当組合が実施しているいくつかの業種の「融合化」は成果が期待されている。融合
化は地場産業・産地の振興に役立つている。
3 木曾漆器工業協同組合
（長野県楢川村。昭和25年設立。組合員217人。業種，漆器又は生地の製造・販売業） 7) 
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(1）事業取組みの動機と内容
木曾漆器産地（産地法による産地指定年月日は昭和55年4月5日）の産地組合である当組合は，
漆器産業を中心とした地域産業振興に対して古くから重要な役割を果たしてきた。近年，木曾漆器
産地に限らず，生活様式の変化に伴って漆器の需要が減退したため，高度経済成長期以降，漆器産
業産地も停滞している。その上，後継者の確保難，技法・技能・技術の継承の困難がある。
産地全体の規模は小さく，木製漆器の製造業者は少なく出荷額も多くないのに，産地全体の出荷
額は約50億円にのぼっている。地元出荷額の割合は20～30%であるから，他産地品の販売をしてい
ることになる。そのため 木曾漆器ブランドの確立，付加価値製品と新製品の開発，販売促進方法
の見直し（市場を「業界もの」から一般家庭ものに拡大していくこと）が必要である。
当産地の木製漆器は伝統的にホテルや旅館などで使う膳や器類の「業界もの」，座卓などの「大
ものJを特色としてきたが，売上高は縮小傾向にある。
それに対応するため講じた木曾漆器の受注生産と販売促進の内容は 当産地の社会的分業体制を
構成する製造業者卸専門家製造卸木地業加飾業が実施した次の四つの「共同事業jに示さ
れている。
① 原材料確保事業
原材料の漆は当組合の「共同購入」である。平成3年には，当組合の別会社である木曾日中貿易
会社が4,500kg，日本漆器協同組合連合会が625kgをそれぞれ購入している。
②新製品・新デザイン開発事業
この事業は当組合内に設置した開発委員会で進め，外部機関との連携も図っている。平成2年に
は，地域資碁等活用型起業化事業として仏壇「厨子」（仏像，舎利，経典などを納めておく箱形の
仏具）の改良を行い 販売促進策として市場調査を進めている。
③ 需要開拓・販売促進事業
漆器づくりと販売市場との結び付きを強化するために，昭和54年（1779年）に活路開拓ビジョン
調査事業を実施し，昭和63年（1788年）から活路開拓ピジョン実現化事業を始めた。そのほか，毎
年の事業として，展示会などへの参加や出展，資料やパンフレットの提供，毎年六月の「漆器祭」，
県外中学生の体験学習の受け入れなどによって，産地のイメージアップと宣伝活動をしている。
④ 後継者育成事業
木曾漆器の技法・技能・技術の継承に必要な後継者の育成が不可欠である。
そのため，当組合は高等漆芸学院の運営，技術指導，講習会の開催，弟子入り奨学金あるいは若手
後継者への奨学金制度を実施している。
これらの4事業の大部分は楢川村の地域振興を目指した行政施策と一体化した事業である。①以
外の事業の一部には国と県の補助金が与えられている。②と③の事業には，全国中小企業団体中央
会の補助金を活用している。さらに，楢川村は国の制度や施策を活用した地場産業振興センター，
ロマンのまち整備事業 匠の里モデル事業（漆器展示，モデル工場）などの地域振興事業を行って
いる。
(2）事業実施の成果
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漆器製仏壇「厨子jを開発し，改良した。
このように，当組合は多様な事業展開によって行政主導型の地域振興を兼ねた地場産業・産地の
振興を促進するのに大いに貢献している。
4 越前竹人形協同組合
（福井県丸尾町。昭和59年7月設立。組合員9人。業種，竹人形製造業） 8) 
(1）事業取組みの動機と内容
当産地の資源である良質の竹を利用した竹人形の製作は戦前から生業的業者が行っていたが，近
年には後継者難で当産業の将来性が危ぶまれていた。
それに対応するため 当組合は越前竹人形の後継者育成 竹人形の民芸品・工芸品としての地位
の確立及び竹人形製造業を安定的事業として確立しようとした。そのため，当組合の理事長を含む
9人の組合員が「越前竹人形の里」（18,546m2，昭和61年3月完成）を建設し，竹人形工房，竹細
工体験学習場，創作人形館，展示場，売店，レストランなどの共同事業に取り組んでいる。
(2）事業実施の成果
竹製品の売上高は，越前竹人形の里完成以降，平成5年度には5億8000万円となった。入館者
数も平成5年度には560万人となり，福井県の観光ゾーンの製作・販売拠点となっている。後継者
養成も現在20人が竹人形工房で製作に当たっている状況である。
このように，当組合の着実な事業実施は観光とも関連して地場産業の振興に十分に役立つている。
5 山梨県貴金属工業協同組合
（甲府市。昭和32年10月設立。組合員168人。業種，貴金属製品製造・販売業） 9) 
(1）事業取組みの動機と内容
山梨貴金属製品産地（特定業種名，貴石，半貴石の製品又はその部分品。産地法による産地指定
年月日は昭和54年8月10日）はこれまで貴金属の地金不足知識や技術研磨設備などの不足に悩
まされてきた。
それに対応するため，当組合は組合事務所と併設した店舗（職業訓練校併設）に，組合員のニー
ズに応じて貴金属装身具の製造に必要な専門書籍，研磨剤，治工具，研磨設備を置いている。また，
当組合が取り扱う貴金属装身具の取扱い品目は2000品目を数え 年間売上高は約 2億円である。
当組合は新規仕入先を開拓するとともに，取引条件の見直しを行っている。各組合員は必要な商品
を電話やFA Xで注文し，店舗まで受取りに行っている。
(2）事業実施の成果
当組合は「共同購買J方式を採って市価よりも20～30%引きの販売が実現した。このことは，組
合員168社中100社（78%）を占める従業者5人以下の零細企業にとって大変な利点がある。また，
共同購買の実施は当組合の財政基盤の確立，職業訓練校の運営実施，組合員の人材確保，高校生が
出品する貴金属装身具デザインコンクール開催による将来の人材確保なども図っている。新作発表
の機会として山梨フェア開催などの事業も活発に行われている。
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このように，当組合は貴石産業産地のー担い手として貴金属製品の製造と販売を行い，地場産業・
産地の振興に大いに寄与している。
6 山梨県絹人繊織物工業組合
（富士吉田市。昭和41年12月設立。組合員1,373人。業種，絹・絹織物製造業）川）
(1) 事業取組みの動機と内容
山梨絹・人絹織物産地（産地法による産地指定年月日は昭和54年8月10日）は，昭和59年の国の
通達に基づいて外国産生糸の輸入が一元化されたことに伴い，原材料の生糸の確保が問題になって
きた。
この問題に対応するために 当組合は輸入生糸の「共同購買」を昭和60年度から実施している。
当組合で輸入指定業者に委任状を交付し，輸入生糸の仕入を実施している。各組合員への割当は月
に2～3回行われる輸入生糸入荷時ごとの入札方式で行われている。入札参加組合員を 2名までに
制限して，公平を期している。
(2) 事業実施の成果
当組合は輸入生糸の「共同購買jで原材料の確保に成功した。この方式によって内外価格差の大
きい市況商品であって安定確保が難しいという商品特性の問題点を解決できたからであろう。参加
組合員も徐々に増え 取扱量もかなりの水準に達し 取扱い手数料の総収入の80%を占めている。
その安定した収入は新事業の展開に役立てている。入札の場は参加組合員の積極的な情報交換の場
にもなっており，業界の生産品目の変化，流通経路の短縮，新製品の開発などにつながっている。
このように，当組合が輸入生糸の共同購買事業で原材料の確保と組合の活性化に成功したことは，
当業種の活性化を通じて地場産業・産地の振興に大いに貢献している。
7 石川県ゴム入織物工業協同組合
（河北郡七塚町。昭和36年9月設立。組合員167人。業種 ゴム入細幅織物製造業）川
(1) 事業取組みの動機と内容
北陸繊維産地（石川撚糸 絹人絹織物産地の産地法による産地指定年月日は昭和54年8月10日）
を取り巻く厳しい環境の中で，特に近年の円高の進展や不況はゴム細幅織物の全国一の産地である
河北郡を中心とした産地中小企業者の経営を直撃し，また織機登録制度の廃止もあって，組合事業
も減少をたどり，まさに存亡の危機に直面した。この危機的状況に対応するために，当組合は平成
4年度に組合債権対策特別委員会を設置し，組合の再建策を検討し，増資のみならず，本事業の抜
本的な再強化に取り組んできた。
当組合は，問屋資本による生産者支配の打破，主要原材料の安定的で，しかも適正価格による確
保を目的として，原糸や副資材の「共同購買事業」に取り組んでいる。原糸については，当組合は
組合員からの発注に基づいて商社など複数の仕入先と価格交渉を行い，組合員に供給する委託仕入
方式を採っている一部の副資材などについては 当組合が見込み仕入を行い在庫も一定量を確保
して，組合に小ロットで迅速な供給を可能にしている。
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(2）事業実施の成果
当組合の購買委員会が中心となって「共同購買」事業の利用率向上策を検討し 組合経営の合理
化による組合供給基準価格の低減に努めた。その結果，減少を続けていた取扱高が増加に転じ，現
在は一定の取扱高を確保できるようになった。
このように，当組合の共同購買事業の再強化及び組合の求心力の回復は組合組織，特に財務再建
を着実に進めている。このことは当産地の地場産業の振興にも大いに役立つている。
8 飛騨特産協同組合
（岐阜県高山市。昭和55年10月設立。組合員12人。業種，漆器・陶磁器・菓子製造業）凶
(1）事業取組みの動機と内容
飛騨高山の地場産業は市街地に散在しているので，騒音などの公害苦情，作業場の狭さと老朽化，
後継者難，原材料の減少などに直面している。
それに対応するため，飛騨春慶塗，一万彫り，渋草焼などの12業者が「異業種交流」を進めると
ともに，「匠の森」（面積4.5ha，平成4年9月完成）を建設した。
匠の森には，漆，彫刻，染め，陶芸，和紙，革，菓子の販売，展示などの特産品工房，飛騨の物
づくりを体験できる匠塾，各種のデザインを提供する企画工房をはじめ， 16棟があるほか，森，人
工の川，イベントスペースも配置されている。同地区一帯には伝統的文化遺産を見学できる市営観
光施設がある。
(2）事業実施の成果
当組合の「異業種交流J成果である「匠の森」の施設は新しい発想を実現したものであり，飛騨
高山の新観光ゾーンにもなっている。
このように，当組合は春慶塗を中心とした地場産業・産地の振興に貢献している。
9 大有田焼振興協同組合
（佐賀県有田町。昭和54年5月設立。組合員518人。業種，陶磁器製造・販売業，他）凶
(1) 事業取組みの動機と内容
これからの時代に対応して窯業界が発展していくためには，有田焼産地（産地法による産地指定
年月日は昭和54年8月10日）も新技法・技能・技術開発，新製品開発，製品の高付加価値化，新市
場開拓などを行う必要がある。そのため，広く内外の最新窯業情報を収集，加工及び発信し，地域
産業基盤の強化と中小企業の体質改善に役立てるべきである。
この要請に応えるために，平成5年度から佐賀県の事業であり，産・学・官の共同事業である
「有国国際やきものフォーラム」を毎年定期的に実施している。平成5, 6年度には研究会に加え
て，最近注目されている陶芸家や窯元の製品及び窯業機械の展示会を開催した。研究会では，窯業
及びその関連分野で優れた研究成果や目ざましい活動実績のある有識者を招いて 講演や討議を行
い，参加者に陶磁器製造技術のみならず，窯業経営のノウハウの習得と啓発をお願いした。
(2）事業実施の成果
地域と地場産業・産地の振興に果たす中小企業組合の役割 -69-
当組合に対する国内外のイメージや信頼の高揚は当組合の活動に多大の貢献をしている。研究会
や展示会は組合員の国際的視野に立ったものの見方や考え方研究開発販売促進について少なか
らず刺激を与えている。
このような諸活動の成果は地域振興はもとより地場産業・産地の振興に大いに寄与している。
10 桐生織物協同組合
（群馬県桐生市。昭和62年4月設立。組合員532人。業種，絹・人繊織物製造・販売業） 14) 
(1) 事業取組みの動機と内容
経済の国際化の荒波，なかんずく円高の進展は，和装織物と輸出織物に大別される桐生織物の産
地（産地法による産地指定は昭和55年4月5日）を大きな危機に直面させた。
この危機や危機感に対応するため，当組合は桐生織物の特徴である多品種少量生産が可能な技術
と伝統を基本戦略にして，生き残りをかけた組合事業として昭和37年から毎年「海外市場開拓事業」
を進めている。この事業は当初展示会形式の海外見本市であったが現在は国内商社の海外駐在員
と組合の派遣員が組合員聞の統一ブランドであるサンプルを持参して現地のバイヤーを訪問し，製
品の紹介，注文者の獲得を図り，他方では海外産地の視察とともに，需給状況，消費者ニーズ，ファッ
ション動向などの把握とそれらの情報収集など幅広い事業活動を展開している。
(2) 事業実施の成果
当組合が現在の海外見本市を通じて展開している幅広い事業活動は，品質の向上，新技術・製品
の開発に大いに役立つている。それとともに，その事業活動は当組合及び組合員の国際化時代の経
営姿勢のあり方に刺激を与えている。
このように，当組合の幅広い事業活動は当産地の地場産業の振興に寄与している。
1 日本金属ハウスウェアー工業組合
（新潟県燕市。昭和40年1月設立。組合員74人。業種，その他の金属製品製造業）日）
(1）事業取組みの動機と内容
燕金属洋食器産地（産地法による産地指定年月日は昭和54年8月10日）を取り巻く環境は，近年
の円高に起因したコストダウン要請の増大 アジア諸国の低価格製品の輸入増など極めて厳しい。
それに対応するための組合事業として，当組合は新たに海外活動研究部会を設置し，国際化に関
する四つのテーマと行動計画を策定するとともに 理事長の強力なリーダーシップと組合員の活発
な意見交換によって，中国進出を視野に入れた現地視察を参加組合員18人で実施した。外部連携機
関からの情報収集や支援事前に関連するゼミナーへの参加などを通じて訪問先を選定した。それ
に基づいて，大連，溶陽，上海の各地区の経済技術開発区を中心に 立地，インフラ整備状況及び
日本企業との合弁企業の実態などを現地調査した。
(2) 事業実施の成果
現地視察の目的を十分に達成で、き 組合員間で産地企業の国際化に関する諸問題について議論で
きた。さらに，訪問先の現地事情は報告書にまとめ，組合員全員に配布し，中国進出を検討中の組
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合員に新しい生きた情報を提供することができた。
このように，当組合は生産拠点の中国移転を目指し，現地調査の実施によって組合事業の新たな
展開を模索している。このような当組合の国際化に対応した活路開拓事業は組合員の利益となり，
当産地の地場産業を振興させ，地域経済を支えるのに役立つている。
12 富士吉田織物協同組合
（山梨県富士吉田市。昭和26年6月設立。組合員1,073人。業種，絹・人絹織物業）凶）
(1）事業取組みの動機と内容
山梨絹・人絹織物産地（産地法による産地指定年月日は昭和54年8月10日）もネクタイ地などを
主要製品としているため，同業種の他の産地と同様に，以前から流行に左右されてきた。その上，
近年の円高の影響を被り 海外の低価格製品の輸入が増えたことも加わり 従来の産地問競争の発
想では対応しきれなくなっている。
それに対応するため，当組合は生きた情報を収集し，海外へ当産地の製品PRを行い，国際化へ
の対応を図り，国内外の展示会の企画を担当する上部団体の指導も受け，ニューヨークの展示会と
大阪の国際展示会へ参加している。当組合はその参加者を募り 参加費の援助と組合の製品開発事
業や教育情報事業に対して援助を行っている。また，組合に展示会ごとに参加者中心の実行委員会
を設置し，機動力のある体制づくりに成功している。組合と上部団体や行政機関などの指導機関と
の連携も円滑に進められている。
(2）事業実施の成果
当組合が組合員の国際展示会への参加支緩などを行う「国際化対応j事業は当産地の高い技術，
豊富な製品の種類を国内外で評価させ，富士吉田織物の図際的評価は定着しつつある。この海外か
らの反響を製品開発の参考にしている。参加希望企業も着実に増え 参加組合員は国際展示会出展
という高い目的に向けて製品開発を行うだけでなく，海外の流行や消費者ニーズの動向を把握し，
海外の低価格製品への対応策を意識した製品開発も行われている。当組合もバックアップ体制を整
備強化し，その成果を一段と高めることに苦心している。
このように，当組合が組合員の国内外の展示会への積極的な参加支援事業は組合員である産地中
小企業の新技術・製品開発などのメリットを生んでいる。このことは当組合の新たな市場戦略の展
開とも組み合わせて，当産地の地場産業の振興，ひいては地域経済の活性化につながっている。
13 寓古陶磁器工業協同組合
（三重県四日市市。昭和25年2月設立。組合員149人。業種，陶磁器製造業）川
(1）事業取組みの動機と内容
寓古焼産地（産地法による産地指定年月日は昭和54年8月10日）に限らず，どの陶磁器産地も，
円高の進展，開発途上国の低価格製品の輸入増に苦しめられている。
それに対応するため，土鍋，和食急須などの内需と洋食器などの輸出で支えられてきた当産地は，
いわゆる先進国病にかかりながら，先述の苦しみを克服してきたイギリス，フランス， ドイツの市
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場と産地の実情を調査するために，平成6年8月下旬の9日間組合青年部の若者5人が精力的に見
て回って調査した。今回の海外研修兼市場調査は （財）ふるさと伝統産業振興財団から助成金100万
円を得て，当組合が最終的に選んだ5人の若者が3か国の陶磁器工場を見学し，陶工や各地のジ、エ
トロ事務所から情報を収集し，大都市の市場調査を行ってきた。
(2) 事業実施の成果
今回の海外研修の結果は平成6年12月下旬に報告書をまとめ，新開発表も行っている。
このように，当組合の今回の事業は当産地の生き残り策の第一歩として有効である。当組合の姿
勢は地場産業・産地の振興につながるものである。
14 福井県オプチカル輸出入協同組合
（鯖江市。昭和38年8月設立。組合員90人。業種，眼銃製造・販売業）削
(1) 事業取組みの動機と内容
福井眼鏡枠産地（産地法による産地指定年月日は昭和54年8月10日）の世界的な知名度は20前に
は低かった。
知名度を高め，輸出増を図るために，とりわけ産地の中小企業は海外進出の足掛かりを作るため
に，組合に海外PR委員会を設置し，アメリカの展示会に組合として積極的に参加した。また，世
界の眼鏡ビジネスの中心であるミラノMIDO展，パリのSILMO展などを中心とした展示会にはな
かなか出展が認められなかったが組合の努力のおかげで出展が認められ，現地組合との交流を深
めることができるようになった。
(2）事業実施の成果
当組合のおかげがあればこそ 独自の力で海外展示会へ出展できない中規模の組合員がミラノや
パリの展示会などを中心に年2回の共同出展を続けていけるようになった。
このように，当組合の肝いりで中規模組合員が海外の著名な展示会へ共同出展して取引ができる
ようになり，国際協調を図りながら，当産地の貿易振興と発展を目指している。この点からみても，
当組合は地場産業・産地の振興とともに地域経済の発展に大いに貢献している。
ぴさい
15 尾西毛織物工業協同組合
（愛知県一宮市。昭和25年3月設立。組合員558人。業種，毛織物製造業） 19) 
(1）事業取組みの動機と内容
尾西毛織物産地（産地法による産地指定年月日は昭和54年8月10日）において当組合は指導的役
割を果たし，品質の良さを世界中へ広めてきたが，今後一層の販売促進のために努める必要がある。
そのために，当組合はメーカ一団体の日本毛織物工業連合会と輸出業者団体の日本毛麻輸出組合
と共催して，十数年前からニューヨークで， 5年前から香港と北京（国際服装服飾博覧会）で展示
会を開催し，有志の組合員が出展することによって，知名度の向上と販路の開拓に努めている。
(2）事業実施の成果
当組合は，先の業界団体と共催で，当産地の毛織物と輸出振興のために毛織物展示商談会を国内
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外で開催し，売上高の増大など成果を上げた。毛織物に関する海外の需要動向や消費者情報を収集
し，現地業界との交流や企業の視察もできるようになった。出展組合員は自社品を評価し，現地の
ニーズを把握して，販路拡大と輸出増大に成功した。出展組合員も当組合から情報の提供を受けて
海外市場の情報を得ることができた。
このように，それらの成果は，当組合と出展組合員の長年にわたる地道な出展の継続に起因する
ところが大きく，地場産業・産地の振興，地域経済の活性化のために多大の貢献をしている。
事例で取り上げた中小企業組合特に事業協同組合 その中でも産地組合はそれぞれ専有してい
る地域資源を活用し 独自性の強い事業を生み出し 当該地場産業・産地の問題点の克服に役立つ
ており，事業実施の成果も得ている。各種の共同事業を通じて重要な役割を果たしている。その役
割の重要性はそれぞれの組合の事業取組みの動機と内容 事業実施の成果を評価して力説すること
ができる。また，その成果は当該組合の経済的地位の改善向上，組合員である産地中小企業者の経
済的利益の増進につながっている。
この意味で，当該組合の共同事業が順調に展開してゆけば，長期的には地域経済の基盤となる地
場産業・産地の活性化 つまり地場産業・産地の振興に十二分に貢献していくであろう。このこと
は地域の経済循環にも波及していき，地域の振興にも大いに寄与していくであろう。
注と参考文献
1 ) 全国中小企業団体中央会編『中小企業組織論』中小企業情報化促進協会，昭和61年， 146-152頁。
2 ) 全国中央会編『ガイドフゃツク 一小企業者組織指導事業－j問中央会，平成6年， 3 -13頁。 全
国中央会編『中小企業組織論l153-186頁。 中小企業庁編『中小企業施策のあらまし』平成4年度版，
中小企業調査協会，平成4年。
3 ) 全国中央会編『地域産業おこし組合における事業活動の変化と展開の方向 一平成5年度地域産業
おこし組合指導調査研究事業報告書－j平成6年3月， 59-60頁。
4 ) 全国中央会編『事業協同組合実態調査報告書j同中央会，平成4年3月， 24頁。
5 ) 全国中央会編『ガイドブックl46頁，をまとめて，筆者の表現で説明している。以下の場合も筆者
の表現による説明であるが頁数だけを示している。
6 ) 向上書， 43頁。
7 ) 全国中央会編『地域産業おこし組合における国等の制度・施策活用の現状と課題 一平成4年度地
域産業おこし組合指導調査研究事業報告書－j平成5年3月， 57-61頁。
8) 注4）の文献， 42頁。
9 ) 全国中央会編『先進組合事例抄録 一平成6年度組合資料収集加工事業報告書－j平成7年3月，
52頁。
10) 向上調査資料， 53頁。
11) 向上調査資料， 64頁。
12) 同編『ガイドブック』平成5年10月， 34頁。
地域と地場産業・産地の振興に果たす中小企業組合の役割 -73-
13) 注8）の調査資料， 144頁。
14) 向上調査資料， 117頁。
15) 向上調査資料， 124頁。
16) 向上調査資料， 126頁。
17) 向上調査資料， 129頁。
18) 向上調査資料， 132頁。
19) 向上調査資料， 127頁。
